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筆者，志岐が国土問題研究会の理事長を務めたのは， 20世紀も末の， 1995年 5月からの4年
間である。今にして思えば，この時期は国土研にとって，かなり重要な時期であった。そう言う
のは，一つには，それまでしばらくの比較的に静穏だった時期から変わって，これ以後， 日本各











































上記のような思いが私にあったからである。この呼びかけ (1998年 7月)に応え， 1999年に「災
害被災者支援と災害対策改善を求める全国連絡会(災対連)Jが結成され，その後の諸災害，とく
に2011年の東日本大震災の救援，生活復旧のために，大きく活動を展開している。
なお，国土研は，現在，災対連のこの活動全体にわたる調査・研究を担当することはせず，そ
の対象を陸前高田市に限っている。自らの力量その他を冷静に検討しての方策である。しかし，
筆者が災害対策の全国組織結成を呼び掛けた時の想定では，東日本大震災のような災害が発生す
れば，この組織から，科学的，技術的ないくつもの問題について，問い合わせや調査依頼がくる
はずであった。もちろん，災対連以外の， NPOなど各種の，全国的，あるいは地方的組織からも
依頼があってよい。そうなっていないのは，いささか遺憾である。
1990年代後半(つまり，正に 20世紀末)の国土研については，上記以外に記すべきことがい
くつもある。たとえば，自治体からの調査委託がなくなり，住民運動からの依託も財政的裏付け
が弱いものが増えたのもこの頃からである。そのことにも関係して，事務局と調査担当者が，そ
れ以前にも増して超多忙に陥り，そのことが毎総会の活動報告で訴えられ，議論されたが，精神
論以外の有効な具体策を打ち出すには至らなかった。
以上，苦い思いばかり， しかも，今まで表には出さなかった思いも書いたが，活動にはそれな
りの成果があった。具体的には別に年代別に整理した記述がなされると思うが，一つだけ例を挙
げる。奈良県吉野桜ゴルフ場建設についての，治水上問題があるとしての奈良地裁での差し止め
判決は，全国のゴ、ルフ場などの開発問題に影響を与える画期的なものであった。
今の会員で知らない人が多いと思われるので，述べるべきと思われるものに， ["災害研Jと， ["地
域防災研究会Jがある。前者は，今でも，事務所建物2階の踊り場に名札がかかっているので，
何かなと思っている人もあるであろう。しかし，字数が予定より大分多くなったので，今回は省
略する。木村先生のことを書く人が触れてくれるかも知れない。
前理事長としては，今後の国土研の在り方についても一言，希望を述べるべきかも知れない。
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kに，国土研が“ワン オプ ゼム"になりつつあるのが残念だったと書いたが，今ではもうな
ってしまっている。実はそれは，国民の立場に立つならば，どうでも良いことである。重要なこ
とは，今後，国土研に期待され，国土研が果たすべき役割はなにかの自覚である。
この世に天地があり，そこに社会がある限り，自然的直接因による災害がなくなることはない。
また，今の，自然の摂理を無視した GDP拡大追求の経済，とくに，グローパルなマネーゲーム
経済が続く限り，環境破壊と災害素因形成は拡大して留まる処がない。
これに対する民主的(住民主義的)抵抗は，全世界で発展している。しかし，災害と地域的・
地球的環境破壊を人間生存の全般的危機の問題の中で捉え，また，住民主義に加えて総合性と現
地主義的とり組みを重視して，これらを 3原則として定式化している運動や組織は，他にほとん
どない。そして，歴史ある国土研の調査活動の実績は，まさに“半端ではなく，得意分野である
ダム問題一つを取ってみても比類がないと言って過言ではない。その中で国土研が積み上げ，得
てきたものは，他の組織の活動に貴重な例を示すものである。このことに自信を持とう。今後，
21世紀の国土研は，情勢の変化に即した脱皮をできず，飛躍的に拡大することがなくとも，国土
研が出来，国土研でなければ出来ない活動を着実に進めて，それなりの社会的責任を果たしてい
くことを期待する。
最後に，国土研の組織活動の歴史的経験に鑑みて，かねて気になっていることを，この機会に
述べておこう。それは会議での議論の仕方である。国土研に限らず， 日本人一般，異なった意見
をたたかわせて活かすことが下手である。議論がすれ違っていても気付かず，ひどい時は感情的
にさえもなる。民主主義を嬢小化して，多数決のことだとか，小数意見も尊重することだとか思
っている人が少なくないが，国土研では，すべての意見をK]法的に位置づけることに習熟した
い。またさらに，近年，京大防災研で実践的に発達させている“4面会議法"を，一度取り入れ
てみることを提案する。そもそも，矛盾は事物の発展の原動力である。
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